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増加がみられ，1998年に 1万 92件，金額では，1999年に 1兆 3939億ドル（Sikora, 2000,
p.25）を記録し，Ｍ＆Ａの規模の巨大化がみられた。財務会計基準審議会（Financial Ac­
counting Standards Board／FASBと略称）は，このような状況の中で，1996年 8月に，企
業結合会計をアジェンダに加えた（FASB, 2001d）。そして，FASBは，1999年 9月に
「公開草案：企業結合と無形資産」（Exposure Draft: Proposed Statement of Financial Account­
ing Standards:Business Combinations and Intangible Assets／ED 201と略称）を公表し，持分
プーリング法の廃止とパーチェス法（purchase method）の採用，それに基づくのれんの償
却を 40年から 20年にすることを求めた（FASB, 1999, Summary ; FASB, 2001d）。さら










Intangible Assets－Accountig for Goodwill／ED201Rと略称）を公表した（FASB，2001a,
para.9 ; FASB, 2001d）。
そして，FASBは，2001年 6月に，財務会計基準書（Statement of Financial Accounting
Standards／SFASと略称）第 141号「企業結合（Business Combinations）」と第 142号「の
れんおよびその他の無形資産の会計処理（Goodwill and Other Intangible Assets）」を公表し
た。SFAS第 141号においては，持分プーリング法の使用を禁止しパーチェス法のみの使
用を，SFAS第 142号においては，のれんの減損テストを行うことを規定した（FASB,
2001b, para.13 ; FASB, 2001c, para.18 ; FASB, 2001d）。
本稿では，持分プーリング法の濫用を契機とした米国での企業結合会計の変容，とりわ

































































者協会（National Association of Manufacturers／NAMと略称）や，商工会議所の全国組織
である米国商工会議所（United States Chamber of Commerce）が伝統的組織として存在し
た。しかし，NAMが脱工業化の進展と共に力を落とし，商工会議所がそれにとってかわ
り強化されつつあったときに，それを拒む形でビジネス・ラウンドテーブル（Business
Roundtable : 全米トップ企業経営者会議）４が 1972年に発足した。それ以外にも，全米産業
審議会（Conference Board）や米国経営協会（American Management Association）などが存
在する。また，米国の経済団体は，このように複数存在しているだけでなく，それらの間
に明確な分担関係はなく，統合されていない（辻中, 1988, 107頁）。これが米国の利益集
4 ビジネス・ラウンドテーブルは，1972年に，The Construction Users Anti-Inflation Roundtable，The Labor













and Carleton, 1999, p.24）。このような経済状況のなかで，FASBの諮問機関である米国財








Exchange Commission／SECと略称）からの要請と G4＋1５（G4＋1 group of standard setters）



















たって再考するために，企業結合会計をアジェンダに加えた（FASB, 1999, para.79 ; FASB,
2001d ; FASAC, 2003, p.1 ; Zeff, 2012, pp.249-250）。さらに，FASBは，企業結合会計の透
明性の改善のために，企業結合プロジェクトを発足させた（FASB, 2001a, para.42）。
FASBは，1996年 8月のアジェンダ設定の後，1999年 9月に ED201を公表した。ED201
では，FASBは，APB第 16号・第 17号の内容とは異なり，企業結合の会計処理として，
持分プーリング法を廃止し，パーチェス法によって処理すること（FASB, 1999, issue 3,
para.13）を求め，のれんの会計処理については，20年を超えない期間での償却（FASB,
1999, issue 6, para.40）を求めた６。
そして，この ED 201において，FASBは，90日間の期間を設け，意見を募集した。そ



















① 全ての企業結合は取得であると考えるか？（図表 2 Panel A）
② 認識されたのれんは，どのように扱うべきか？（図表 2 Panel B）




























ビッグ 5事務所 5（18％） 5（18％）
ビッグ 5以外の事務所 23（82％） 23（82％）
＊この図表における「カテゴリー」は，ED 201に関するコメント・レターを集計するにあたっての FASBによる分類に基
づいている。
＊ED 201と ED201Rに対する「産業界」からの回答は，ハイテク分野においての産業組織からの 9（5）との回答，そして，





＊「政府」には，Office of Thrift Supervision，Comptroller of the Currency Administrator，the Federal Deposit Insurance Corpora-
tion，U.S.Senator Richard Shelby，そして，the U.S. Senateを含んでいる。
＊「その他」には，法律事務所，プロの評価者，the Consumer Federation of America，the National Association of REITs，the












































図表 2 Panel A Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 2
ED201における特定問題への回答















全産業界 12（14％） 51（60％） 22（26％） 22（43％） 14（27％）
ハイテクノロジー産業 5（13.5％） 27（73％） 5（13.5％） 13（48％） 6（22％）
その他 7（15％） 24（50％） 17（35％） 9（38％） 8（33％）
金融関係の企業 9（22％） 22（54％） 10（24％） 11（50％） 8（36％）
公益事業 2（22％） 5（56％） 2（22％） 2（40％） 1（20％）
会計事務所
全回答者 12（43％） 9（32％） 7（25％） 0（0％）
ビッグ 5 0（0％） 5（100％） 0（0％） 0（0％） 0（0％）
ビッグ 5以外 12（52％） 4（17％） 7（31％） 0（0％） 0（0％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 4（36％） 6（55％） 1（9％） 3（50％） 1（33％）
学者 10（83％） 0（0％） 2（17％） ― ―
個人 2（40％） 1（20％） 2（40％） 0（0％） 1（100％）
政府 1（20％） 3（60％） 1（20％） 2（67％） 0（0％）
その他 4（57％） 3（43％） 0（0％） 2（67％） 1（33％）







図表 2 Panel B Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 2
ED201における特定問題への回答


















全産業界 18（21％） 23（27％） 7（8％） 37（44％）
ハイテクノロジー産業 5（14％） 6（16％） 6（16％） 20（54％）
その他 13（27％） 17（35.5％） 1（2％） 17（35.5％）
金融関係の企業 5（12％） 15（37％） 6（15％） 15（36％）
公益事業 3（33％） 5（56％） 0（0％） 1（11％）
会計事務所
全回答者 0（0％） 17（61％） 4（14％） 7（25％）
ビッグ 5 0（0％） 5（100％） 0（0％） 0（0％）
ビッグ 5以外 0（0％） 12（52％） 4（17％） 7（31％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 2（18％） 6（55％） 1（9％） 2（18％）
学者 1（8％） 6（50％） 1（8％） 4（34％）
個人 0（0％） 0（0％） 3（60％） 2（40％）
政府 0（0％） 2（40％） 0（0％） 3（60％）
その他 1（14％） 1（14％） 0（0％） 9（72％）














図表 2 Panel C Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 2
ED201における特定問題への回答










全産業界 9（10.5％） 9（10.5％） 67（79％）
ハイテクノロジー産業 2（5％） 4（11％） 31（84％）
その他 7（15％） 5（10％） 36（75％）
金融関係の企業 3（7％） 5（12％） 33（81％）
公益事業 2（22％） 1（11％） 6（67％）
会計事務所
全回答者 1（4％） 13（46％） 14（50％）
ビッグ 5 0（0％） 4（80％） 1（20％）
ビッグ 5以外 1（4％） 9（39％） 13（57％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 2（18％） 5（46％） 4（36％）
学者 0（0％） 2（17％） 10（83％）
個人 0（0％） 1（20％） 4（80％）
政府 0（0％） 1（20％） 4（80％）










えば，1993年から Cisco Systems社では，50の会社を 190億ドルで取得したが，このうち

























を表明している（Cisco Systems HP, 2000,「FASB-Global Policy and Government Affairs（GPGA）」）。
―１３―
発言を行っている。テキサス州の上院議員 Phil Grammは，この FASBの提案による〔企
業などの〕犠牲者からの聞き取り結果について述べ，そして，上院議員 Gramm自身もこ
の提案に反対であると述べた（Ramanna, 2015, p.46）。この上院議員 Grammは，企業結合
会計基準の設定以外にも，FASBの会計基準案に対する反対を示している議員である。こ
の上院議員 Grammは，1990年代のストック・オプションに関する会計基準の設定過程に
おいても，上院議員の Joe Liebermanを含む合計 15名の議員とともに，1994年 5月に，
FASBの公開草案に反対する上院所見表明決議を修正動議として提出するなど，会計基準
の設定主体に対し圧力をかける行動を行っている（椛田，2018a，70頁を参照）。また，










ある（Subcommittee on Finance and Hazardous Materials of the Committee on Commerce
House of Representatives, 2000, p.81）とも訴えている。そして，その証言の内容は，Pow-









が述べられている（TECHNET HP, 2018,「About Us」）。
―１４―
Cisco Systems社は，FASBの提案－持分プーリング法の廃止－に対応するために，他企業
とともに，New Economy Two Thousand Coalition（NETT連合と略称）にも参加している。
NETT連合とは，FASBを教育し，そして，経済に関する提案がもたらす影響について，



























きた（桐原, 2004, 1頁）。当初 PACは，合法か非合法かあやふやな存在であったが，1974
年の連邦選挙運動法の改正で合法性が認められると，企業や労働団体，社会団体などがつ











（Federal Commission on Intangibles Acounting）を作るための法案





















ループのなかで，PACマネーの寄附額が多額であるグループ（top givers among propooling
groups）の例として，Arthur Andersen, Citigroup, Eli Lilly１４, General Electric, Goldman Sachs,





PACから寄附を多額に受けた議員のグループ（top recipients among propooling congressper-
sons）の例として，後に SECの議長になったカリフォルニア州下院議員 Chris Cox，カリ
フォルニア州下院議員 Anna Eshoo，ヴァージニア州下院議員 Bob Goodlatte，テキサス州
上院議員 Phil Gramm，コネチカット州上院議員 Joe Lieberman，ニューヨーク州上院議員
Chuck Schumerの 6名の議員の名前があげられている（Ramanna, 2015, p.49）。
ここで，重要な点は，Ramanna（2015）が指摘しているように，持分プーリング法を支
持する企業からの PACマネーを多額に受領した上記 6名の議員のうち，後に SECの議長
になったカリフォルニア州下院議員 Chris Cox，カリフォルニア州下院議員 Anna Eshooお
































































































































































































































































































































































































































































































































































る，ルイジアナ州の下院議員 Billy Tauzinへの PACマネーの寄附に注目をした（図表 6
図表 4 下院議会に法案を提出した 13名の下院議員と PACマネーの寄附を多額に受けた議員
13名の下院議員名 政党 州 PACマネーの寄附を多額に受けた議員





Mr.Goodlatte 共和党 ヴァージニア ○
Mr.Weller 共和党 イリノイ
Mr.Dooley 民主党 カリフォルニア








図表 5 持分プーリング法支持企業の PACマネーを多額に受領した上位 6名の議員と下院議会
への法案提出
議員名 上院/下院 政党 州 下院議会への法案提出
Mr.Cox 下院議員 共和党 カリフォルニア ○
Ms.Eshoo 下院議員 民主党 カリフォルニア ○
Mr.Goodlatte 下院議員 共和党 ヴァージニア ○
Mr.Phil Gramm 上院議員 共和党 テキサス
Mr.Joe Lieberman 上院議員 民主党 コネチカット









あげられていた Arthur Andersen（Andersen Worldwide）から 8,000ドル，Citigroupから
5,050ドル，Morgan Stanleyから 4,000ドルの寄附を受けている。そして，この期間には，
先の PricewaterhouseCoopers以外の KPMGや Ernst＆Youngといった大手会計事務所から
も 10,000ドル，6,500ドルの寄附をそれぞれ受けている。さらには 2000年 9月に，FASB
と，のれんについて，減損オンリー・テストを実行することの利点について議論していた
とされる会社の一つであり，かつ，持分プーリング法を支持する企業でもある UPS
（United Parcel Service）社からも 5,000ドルの寄附を受けている。そして，ハイテクノロ
ジー業界のロビイング団体である TechNetからも，Tauzin議員に対して，9,670ドルの寄
附が行われている（OpenSecrets.org - Center for Responsive Politics, 2018 ; 図表 6を参照）。
つぎに，このハイテクノロジー業界のロビイング団体である TechNetの PACマネーの
寄附の内容についてみていく。FASBによる 1996年 8月の企業結合会計のアジェンダ設
定後の 1997-1998年の選挙期間に，TechNetは，合計で 74,060ドルを，合計 27名の議員
の候補者に対して寄附している（図表 7を参照）。
このうち，先の法案の起草メンバーである 13名の議員に対する寄附については，
Tauzin議員には一番多い 9,670ドル，Cox議員には 8,220ドル，Smith議員には 978ドル
を寄附している。
また，TechNetは，FASBによって，持分プーリング法の廃止が提案された ED 201が





員には 1,879ドル，Goodlatte議員には 1,853ドルおよび Cox議員には 1,153ドルを寄附し
―２０―
図表 6 下院議員 Billy Tauzinへの PACマネーの寄附
＜ルイジアナ州下院議員 Billy Tauzinへの上位 20の寄附者（選挙期間：1997－1998年）＞
ランク 寄附者 寄附金額合計 個人 PACｓ
1 PricewaterhouseCoopers $15,000 $0 $15,000 ★
2 National Assn of Broadcasters $10,500 $500 $10,000
3 AFLAC Inc $10,000 $0 $10,000
3 GTE Corp $10,000 $0 $10,000
3 KPMG LLP $10,000 $0 $10,000 ★
6 TechNet $9,670 $0 $9,670 ★
7 SBC Communications $9,000 $0 $9,000
8 Andersen Worldwide（Arthur Andersen） $8,000 $0 $8,000 ★
9 Ernst & Young $6,500 $0 $6,500 ★
10 AT & T $6,000 $0 $6,000
10 Bell Atlantic $6,000 $0 $6,000
10 Phillip Morris $6,000 $0 $6,000
13 Hooper, Hooper et al $5,859 $5,859 $0
14 Cassidy & Assoc $5,664 $5,350 $314
15 BellSouth Corp $5,500 $500 $5,000
15 Cameco Industries $5,500 $5,500 $0
17 Entergy Corp $5,250 $0 $5,250
18 Citigroup Inc $5,050 $0 $5,050 ★
19 American Bankers Assn $5,000 $0 $5,000
19 American Health Care Assn $5,000 $0 $5,000
19 Independent Insurance Agents of America $5,000 $0 $5,000
19 Institute of Scrap Recycling Industries $5,000 $0 $5,000
19 Morgan Stanley Dean Witter & Co $5,000 $1,000 $4,000 ★
19 National Assn of Life Underwriters $5,000 $0 $5,000
19 National Assn of Realtors $5,000 $0 $5,000
19 National Auto Dealers Assn $5,000 $0 $5,000
19 United Parcel Service $5,000 $0 $5,000 ★
$184,493 $18,709 $165,784
（出所）Center for Responsive Politics HP（2018）のデータを基に，筆者作成。






図表 7 TechNetによる連邦議会議員の候補者への PACマネーの寄附（1997－1998年）
Total: $74,060
連邦議会議員の候補者 寄附総額
Tauzin, Billy（R-LA） $9,670 ★
Bayh, Evan（D-IN） $9,532
Cox, Christopher（R-CA） $8,220 ★
Daschle, Tom（D-SD） $8,021
Fong, Matt（R-CA） $5,661
Hatch, Orrin G（R-UT） $4,997
Gephardt, Richard A（D-MO） $4,450














Schumer, Charles E（D-NY） $306
Bond, Christopher "Kit"（R-MO） $305
Burns, Conrad（R-MT） $267
Braun, Carol Moseley（D-IL） $246
Riggs, Frank（R-CA） $200
Ball, Charles Jokl（R-CA） $169
合計 27名 $74,060





ている。また，寄附の金額は少額であるが，Goerge W. Bush元大統領１６に 4,791ドル，Al
Gore元副大統領１７に 999ドルを寄附している。そして，この Gore元副大統領は，この
2000年に大統領選挙に出馬している。さらに，Hillary Clinton議員１８にも 3ドル（OpenSe-
crets.org - Center for Responsive Politics, 2018 ; 図表 8を参照）が寄附されている。
Ramanna（2015）による分析によれば，民主党議員は，持分プーリング法をより支持す
図表 8 TechNetによる連邦議会議員の候補者への PACマネーの寄附（1999－2000年）
Total: $147,408
連邦議会議員の候補者 寄附総額
Cunneen, James F（R-CA） $10,011
Robb, Charles S（D-VA） $9,483
Bingaman, Jeff（D-NM） $8,687
Gorton, Slade（R-WA） $7,520
Hatch, Orrin G（R-UT） $7,329
Abraham, Spencer（R-MI） $7,000
Roth, William V Jr（R-DE） $6,000
Dooley, Cal（D-CA） $5,000 ★
Bush, George W（R） $4,791
Frist, Bill（R-TN） $4,390
Eshoo, Anna（D-CA） $4,127 ★
Lofgren, Zoe（D-CA） $4,019
Snowe, Olympia（R-ME） $3,810
Lazio, Rick A（R-NY） $3,041
Ashcroft, John（R-MO） $3,000











Dreier, David（R-CA） $1,879 ★
Goodlatte, Bob（R-VA） $1,853 ★
―２３―
16 Goerge W. Bush元大統領は，2000年の大統領選挙に出馬・当選し，米国の大統領に就任している。
17 Al Gore元副大統領は，Bill Clintonのもとで副大統領を務めたが，2000年に大統領選挙にも出馬した。そ
して，Goerge W. Bush元大統領との闘いに敗れ落選している。












Inslee, Jay R（D-WA） $1,000
Jeffords, James M（R-VT） $1,000
Kennedy, Edward M（D-MA） $1,000
Kolbe, Jim（R-AZ） $1,000
Kuykendall, Steven T（R-CA） $1,000
Lugar, Richard G（R-IN） $1,000
Nelson, Bill（D-FL） $1,000
Rangel, Charles B（D-NY） $1,000
Roemer, Tim（D-IN） $1,000
Stabenow, Debbie（D-MI） $1,000
Watts, J C Jr（R-OK） $1,000
Gore, Al（D） $999
Allen, George（R-VA） $994























利害関係者との一回目の会議として，FASBは，Morgan Stanley, Goldman Sachs, Arthur
Andersen, PricewaterhouseCoopersなどの持分プーリング法の維持を主張する組織の代表者
から意見を聞いた（Ramanna, 2015, p.51）。















いて，FASBは，持分プーリング法の支持を主張していた American Business Conference,
―２５―
Cisco Systems, Merill Lynch, TechNet, UPS１９などの複数の組織から意見を聞いた。そして，






とき，カリフォルニア州下院議員 Coxを代表とする 13名の議員（Mr.Cox, Mr.Bliley, Mr.
Tauzin, Mr.Dreier, Mr.Davis of Virginia, Mr.Goodlatte, Mr.Weller, Mr.Dooley of California, Ms.
Eshoo, Mr.Moran of Virginia, Mr.Smith of Washington, Mr.Crowley, Mr.Gonzalez）は，SEC
に対して，持分プーリング法を廃止する場合の経済への影響についての再調査が終了する
まで，持分プーリング法を廃止するという決定を，FASBに一時停止させるように指示す
る法案を提出した２０（Financial Accounting for Intangibles Reexamination（FAIR）Act，2000,
H.R.5365, 106th Congress 2nd Session）。そして，同じく 10月に，13名の上院議員から，
FASBに対して，会計基準案の保留を求める手紙が送られた（Ramanna, 2015, p.46）。




ナル・ベンチャー・キャピタル・アソシエーション（National Venture Capital Association
／NVCA）の公共政策担当の副社長 Paul Brownellは，我々は，FASBののれんの償却に対
19 「UPS（ユナイテッド・パーセル・サービス）」は，米国の世界最大級の運送会社である（United Parcel




間が必要となる（詳しくは，American Center HP, 2018,「米国の統治の仕組み-連邦政府」を参照）。しかし，












イング活動団体である TechNetの弁護士 Kim Boylanは，我々は，持分プーリング法が残
るべきであるとまだ考えているし，持分プーリング法を廃止することは，経済に対して消
極的な影響を与えるであろうと考えている。ヨーロッパやアジア諸国では，まだ持分プー











（2000年 10月）からわずか 4か月後の 2001年 2月，FASBは，のれんは償却せずに，の
れんを資産として認識するが，のれんには減損テストを実施するとする ED201Rを公表

















レベル（reporting unit level）で行い（FASB, 2001a, para.11），レポーティング・ユニット
ののれんについての減損の考慮は，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値２１
（implied fair value of a reporting unit’s goodwill）が，レポーティング・ユニットののれん
の帳簿価額（carrying amount of a reporting unit’s goodwill）より小さくなったときに行う
と提案された（FASB, 2001a, para.19 ; 図表 10を参照）。また，のれんの準公正価値（im-







21 「implied fair value」については，「黙示的公正価値」や「暗示的公正価値」などと訳されている場合があ
る。しかし，これに関連する用語としての「implied contract」という用語が，「準契約」と英語辞書におい



















① のれんは消耗性の資産と考えるか？（図表 9 Panel A）
② 財務諸表の情報において，のれんの非償却は，のれんを償却する場合よりも結果
として，より有用性があると思うか？（図表 9 Panel B）




















23 この図表 9 Panel A-Cにおける 5大会計事務所からの回答数であるが，これまでの図表 1および図表 2
Panel A-Cとは異なり，総回答数が 5ではなく，6や 23となっている。Anantharaman（2015）がどのような
集計方法を行っているかの詳細が不明なため，ここでは，Anantharaman（2015）が示した回答数に従って，
分析をしている。
図表 9 Panel A Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 3
ED201Rにおける特定問題への回答









全産業界 10（10％） 57（57％） 33（33％）
ハイテクノロジー産業 5（13％） 19（50％） 14（37％）
その他 5（8％） 38（61％） 19（31％）
金融関係の企業 1（3％） 19（54％） 15（43％）
公益事業 0（0％） 5（100％） 0（0％）
会計事務所
全回答者 17（59％） 4（14％） 8（27％）
ビッグ 5 3（50％） 2（33％） 1（17％）
ビッグ 5以外 14（61％） 2（9％） 7（30％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 0（0％） 6（75％） 2（25％）
学者 7（54％） 2（15％） 4（31％）
個人 5（56％） 2（22％） 2（22％）
政府 0（0％） 0（0％） 2（100％）
その他 2（33％） 0（0％） 4（67％）












































図表 9 Panel B Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 3
ED201Rにおける特定問題への回答










全産業界 57（57％） 16（16％） 27（27％）
ハイテクノロジー産業 20（52％） 9（24％） 9（24％）
その他 37（60％） 7（11％） 18（29％）
金融関係の企業 17（49％） 6（17％） 12（34％）
公益事業 5（100％） 0（0％） 0（0％）
会計事務所
全回答者 5（17％） 15（52％） 9（31％）
ビッグ 5 3（13％） 12（52％） 8（35％）
ビッグ 5以外 2（33％） 3（50％） 1（17％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 6（75％） 0（0％） 2（25％）
学者 4（31％） 8（61％） 1（8％）
個人 1（57％） 0（16％） 9（27％）
政府 0（0％） 0（0％） 2（100％）
その他 0（0％） 1（17％） 5（83％）














図表 9 Panel C Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 3
ED201Rにおける特定問題への回答









全産業界 10（10％） 45（45％） 45（45％）
ハイテクノロジー産業 3（8％） 18（47％） 17（45％）
その他 7（11％） 27（44％） 28（45％）
金融関係の企業 3（9％） 15（43％） 17（48％）
公益事業 0（0％） 5（100％） 0（0％）
会計事務所
全回答者 1（3％） 15（52％） 13（45％）
ビッグ 5 0（0％） 5（83％） 1（17％）
ビッグ 5以外 1（4％） 10（44％） 12（52％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 2（25％） 2（25％） 4（50％）
学者 1（8％） 1（8％） 11（84％）
個人 0（0％） 4（44％） 5（56％）
政府 0（0％） 0（0％） 2（100％）
その他 0（0％） 2（33％） 4（67％）









グ・ユニットと呼ばれる報告のレベル（at a level of reporting referred to as a reporting






（the lowest level of an entitiy）と定義された（FASB, 2001a, para.10）。しかし，ED201Rの
内容に意見を述べた多くの回答者は，このレポーティング・ユニットについて，FASBが
意図していたレポーティング・ユニットのレベルより非常に低いレベルと解釈（inter-
preted）していた（FASB, 2001c, para.B 104）。さらに，ED201Rで定義したレポーティン
グ・ユニットを使用することに同意しなかった大多数の回答者は，のれんをともに SFAS
第 131号「企業のセグメントおよび関連情報に関する開示（Disclosures about Segments of
an Enterprise and Related Information）」で定義した報告するべきセグメントレベル（report-
able segment level）または事業セグメントレベル（operating segment level）２５でテストする












討を行った（FASB, 2001c, para.B 107）。そして，減損テストを行うレベルを SFAS第 131
号の要求に関連させるべきだと提案した回答者に同意し，事業セグメントレベルにおいて
のれんの減損テストをすることを検討した（FASB, 2001c, para.B 108）。しかし，FASB
は，多くの場合事業セグメントレベルはのれんの減損テストを実施するには高すぎるレベ





トより一つ低いレベル（構成部分という）のセグメント（one level below an operating seg-






グ・ユニットの定義の適用にある柔軟性を維持する（retain some flexibility in application of






値は，残余としてのみ測定することができ，直接には測定できない（fair value of goodwill
can be measured only as a residual and cannot be measured directly）と 規 定 さ れ て い る
（FASB, 2001a, para.19の脚注 6 ; FASB, 2001c, para.18の脚注 13）。




















仮定を使用することができる（FASB, 2001a, paras.20-22 ; FASB, 2001c, paras.23-25）。
Ramannaは，このような ED201Rと SFAS第 142号における減損テストの内容―公正価
値測定においての評価モデルの規定内容―について，いかなるレポーティング・ユニット
の現在価値の見積りでも，評価モデル（valuation model）の検証不能な仮定を変更するこ











このような Ramannaの批判の意味するところは，ED201Rと SFAS第 142号の減損テス
トについての規定の内容は，いわば緩い会計基準であると指摘していると考えられる。こ
れに関して，当時の国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board／IASB









に減損テストを行うことが要求され（FASB, 2001a, paras.9, 18），のれんの減損テストは
一段階で行われる（山内, 2003, 161頁）。
具体的には，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値（implied fair value of a
reporting unit’s goodwill）がそのレポーティング・ユニットののれんの帳簿価額（carrying
amount of a reporting unit’s goodwill）より下回った時に減損損失が認識される。そして，
同時に，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値とレポーティング・ユニットの
のれんの帳簿価額との差額が，減損損失の金額として測定される（FASB, 2001a, paras.12,
19 ; 図表 10を参照）。
また，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値は，レポーティング・ユニット
の公正価値（fair value of the reporting unit）２７からそのレポーティング・ユニットの認識し
た純資産（のれんを除く）２８の公正価値２９（第 24パラグラフにおいて説明される一定の例
外を除く）３０（fair value（with certain exceptions, as explained in para.24）of the recognized net
assets of the reporting unit）を控除することで求めると規定されている（FASB, 2001a,
―３７―
paras.12, 19）。すなわち，ED201Rにおける減損テストでは公正価値アプローチ（fair-
value-based approach）が採用されている（FASB, 2001a, summary）。
一方，SFAS第 142号における減損テストは，二段階の減損テスト（two-step impairment
test）が要求される（FASB, 2001c, paras.18-22）。結論から先に言えば，減損テストの第一













がある（fair value（with certain exceptions, as explained in para. 24）of the recognized net assets of the reporting
unit）と説明している。この「一定の例外」とは，第 24パラグラフにおいて，例えば，繰延税金資産と繰













階について，第一段階は，潜在的な減損のふるい（The first step is a screen for potential
impairment）であり，第二段階は，減損の金額があればそれを測定する（The second step
measures the amount of impairment, if any）（FASB, 2001c, summary）と説明している。
具体的には，減損テストの第一段階では，レポーティング・ユニットののれんを含む公
正価値（fair value of a reporting unit, including goodwill）と，レポーティング・ユニットの
のれんを含む帳簿価額（carrying amount of a reporting unit, including goodwill）とを比較す
る。そして，レポーティング・ユニットののれんを含む帳簿価額が，レポーティング・ユ
ニットののれんを含む公正価値を超える場合には，第二段階の減損テストを行う必要があ
る（FASB, 2001c, para.19 ; 図表 11を参照）。
減損テストの第二段階では，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値（im-
plied fair value of reporting unit goodwill）とレポーティング・ユニットののれんの帳簿価
額（carrying amount of reporting unit goodwill）とを比較する。レポーティング・ユニット
ののれんの帳簿価額が，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値を超える場合に
は，減損損失を認識する必要があると規定され（FASB, 2001c, para.20 ; 図表 12を参照），
両者の差額がのれんの減損損失の金額となる（FASB, 2001c, paras.19-20）。










の結合で認識するのれんの金額と同一の方法（in the same manner as the amount of good-





ければならない（an entity shall allocate the fair value of a reporting unit to all of the assets
and liabilities of that unit（including any unrecognized intangible assets）as if the reporting unit
had been acquired in a business combination and the fair value of the reporting unit was the



































































（a）認識した純資産（のれんを除く）の公正価値（the fair value of recognized net assets
（excluding goodwill））
（b）認識した純資産および認識しない純資産双方（のれんを除く）の公正価値（the fair
value of both recognized and unrecognized net assets（excluding goodwill））




く）の帳簿価額（the book value of recognized net assets（excluding goodwill）adjusted


















































の長期性資産の会計処理（Accounting for the Impairment of Long-Lived Assets and for Long-



























（FASB, 2001c, para.B 133）。また，FASBは，ふるいの使用は，ED201Rにおいて提案した
減損テストに有形および無形資産の帳簿価額とその公正価値の間の差異に等しいクッショ
ン―無形資産にあるであろう大きい不均衡（disparity）―を加えるであろうことに注目を















測定値が実行可能かどうかを検討したと述べている（FASB, 2001c, para.B 134）。
そして，FASBは，ED201Rを作成する際に，のれんの減損の最善の見積りは，購入価
























































































成者や TechNetなどのその業界団体，Morgan Stanley, Goldman Sachs, Arthur Andersenや
PricewaterhouseCoopersといった大手会計事務所，および国会議員などの多くの利害関係
者の意見が強く反映された結果であると考えられる。
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